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はじめに
生活保護法（以下、「法」という。）は、最低生活を保障するとともに自立
を助長することを目的とする法律である（法１条）。ここでの最低生活とは、
憲法25条が定める「健康で文化的な」最低生活水準を指す（法１条、３条）。
生活保護の支給決定等の実務を行うのは実施機関、主に福祉事務所であ
る。（1）したがって、実施機関における決定が法の目的達成の成否を左右す
ることになる。このようななか、行政による過誤（ミス）によって、本来
支給されるべき保護費が不支給または減額されたり、本来の保護費よりも
多く支給される過支給となることがある。前者の場合は支給すべきであっ
た金額との差額をさかのぼって支給（2）することで生活保護受給者の理解が
（1）　生活保護制度の実施機関は都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長で
ある（19条１項）。
（2）　不支給分はその全額ではなく３か月程度遡って支給される。「生活保護手帳　別冊問
答集（2017年）」13問―２に、「一旦決定された行政処分をいつまでも不確定にして
おくことは妥当ではないので、最低生活費の遡及変更は３か月程度（発見月からその
前々月分まで）と考えるべきであろう。これは、行政処分について不服申立期間が一
般に３か月とされているところからも支持される考えであるが、３か月を超えて遡及
する期間の最低生活費を追加支給することは、生活保護の扶助費を生活困窮に直接的
に対処する給付として考える限り妥当でないということも理由のひとつである。」と
定められている。また、被保護者が障害者手帳を取得したことについて実施機関から
届出についての説明や指示をされなかったために届出をしていなかった期間、支給さ
れるはずの障害者加算が４年あまり支給されなかったとして、不支給分全額の遡及支
給を求めた事件で、裁判所は、法61条は被保護者の届出義務を定める規定であるが、
原告の主張は、この規定に基づいて実施機関に「届出義務について説明義務ないし通
知義務があったことを前提とするものであるが、そのような義務があるとは直ちには
いえない」として上記主張を斥けた（東京地判平28・８・22　LEX/DB25536630）。
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得られやすいが、後者の場合は過支給となった保護費を遡って返還請求さ
れることになるため多くの問題を生じさせる。
法63条は「被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわ
らず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市
町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内
において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。」と定め、
過支給分の返還義務を被保護者に課している。この規定を根拠に実施機関
が返還額を決定し被保護者に対して返還請求がなされる。そもそも、同条
を根拠に行政のミスによる過支給分の返還請求をなすことが妥当なのかと
いう問題もさることながら、同条による返還請求をなしうるとしても、過
支給分の全額を返還額とするか返還額を減額すべきかまたは全額の返還を
求めないといった決定はいかになされるべきなのか、被保護者に対する返
還請求は一括返還であれ分割返還であれ、返還額分だけ最低生活を下回る
生活を強いることになることについて最低生活保障と自立の助長を目的と
する生活保護法においてこのような状況をいかに解すべきなのかが問題と
なる。
以下では、まず生活保護法の解釈運用に当たってその前提となる基本原
理について確認し、法63条の解釈及び適用範囲を検討したうえで、実施
機関の過誤による過支給について法63条をいかに解釈運用すべきかにつ
いて検討していく。
１　生活保護法における基本原理と63条の解釈運用
（１）基本原理
法は、最低生活保障（法１条、３条）、自立の助長（法１条）、無差別平
等（法２条）、保護の補足性（法４条）を基本原理と定め、法の解釈及び
運用にあたっては、すべてこの原理に基づいてなされなければならないと
定めている（５条）。
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法１条が、「この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、
国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な
保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長す
ることを目的とする。」と規定し、３条が、「この法律により保障される最
低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができるもので
なければならない。」と規定していることから、生活保護法は、憲法25条
に規定された国民の「生存権」保障を具体化するとともに、「自立の助長」
をも法の趣旨目的として定めている。ここでの「最低限の生活」は「健康
で文化的な生活水準」を指し、その具体的な内容は厚生労働大臣が定める
基準によるものとされている（法８条）。（3）（4）
また、最低生活保障と並び重要な法の目的とされる「自立の助長」につ
いて、ここでの「自立」とは、経済的自立のみならず、高齢者や障害者等
の経済的自立が困難な人々については、生活保護を受けながらも日常生活
や社会生活において主体的に生活をおくるための支援も含まれる。（5）
保護の補足性とは、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資
産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用
することを要件として行われる。」（法４条１項）として、資産・能力の活
（3）　厚生労働大臣が定める保護基準の決定には広範な行政裁量が認められている（最大
判昭42・５・24民集21巻５号1043頁（朝日訴訟）、最３小判平24・２・28民集66巻
３号1240頁（堀木訴訟））。
（4）　保護基準の判断要素として、法８条２項には、「要保護者の年齢別、性別、世帯構
成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活
の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これをこえないものでなければなら
ない」と規定している。また、保護の要否及び程度については、「生活保護法によ
る保護の実施要項について」（昭和36年４月１日厚生省発社第123号厚生事務次官通
知）第10によれば、「原則として、当該世帯につき認定した最低生活費と第８にお
いて認定した収入（以下「収入充当額」という。）との対比によって決定すること。」
と定め、保護基準と比較し、収入だけでは不足する部分について行われる。
（5）　2004年社会保障審議会福祉部会「生活保護制度のあり方に関する専門委員会報告
書」の提言に基づき、2005年から各自治体において自立支援プログラムが開始され
ている。
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用を求め（6）、かつ、「民法に定める扶養義務者の扶養及び法律に定める扶助
は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。」（同条２
項）として、私的扶養優先、他法他施策優先を定め、生活保護がいわゆる
「最後のセーフティーネット」という位置づけであることを示すものであ
る。
補足性の原理を定める趣旨は、資本主義社会の下では生活自助あるいは
生活自己責任が原則である以上、収入以外の資産は、最低限度の生活維持
のために必要である場合にのみ保有が認められ、その限度を超える場合は
原則的に処分して生活費に充てなければならないし、また、稼働能力があ
る場合、これを活用しなければならないことは当然である（7）、と解されて
いる。（8）
（２）生活保護法63条の趣旨と解釈適用
①法の趣旨
63条は、「被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわら
ず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町
村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内に
おいて保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。」と規定し
ている。
（6）　法４条における「利用し得る資産」とは、「法４条の趣旨及び文言に照らせば、法
４条１項にいう『利用し得る資産』とは、現金等、直ちに現実に活用することが可
能な資産はもとより、その性質上直ちに処分することが事実上困難であったり、そ
の存否及び範囲が争われる等の理由により、直ちに現実に活用することが困難であ
る資産も含まれるというべきである」されている（最三小判昭46・６・29民集25巻
４号650頁）。
（7）　菊池馨実『社会保障法』（有斐閣　2014年）211頁。
（8）　資産・能力等の活用および扶養義務者の扶養、他法他施策優先のあり方についての
詳細は、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和36年４月１日　厚生省
発社第123号）、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４月１日　
社発第246号）、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和38年４
月１日　社保第34号）。
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同条は、本来受けるべきでなかった保護金品を受けたときの返還義務に
ついて規定するものである。「急迫の場合」にはその時の状況によって必
要と認められる保護が行われ、その後、処分自体の有効性はそのままに、
法４条の補足性の原理との関係において、被保護者の資力の限度で費用返
還を求める、いわゆる事後調整の規定であるとされている。（9）（10）
また、同条にいう「急迫の場合等」の「等」とは、「調査不十分のため
資力あるにもかかわらず、資力なしと誤認した場合或いは保護の実施機関
が保護の程度の決定を誤って、不当に高額の決定をした場合等である」（11）
と説明されている。したがって、行政解釈・運用上は、実施機関の調査不
十分やミスによる過払いの保護費についても、同条に基づいて被保護者は
返還義務を負うことになる。詳細は２で述べる。
同条に基づいて被保護者が返還すべき金額については、同条はあえて全
額の返還を定めず、「実施機関の定める額」と規定し、実施機関に返還額
の決定に対する裁量を認めている。この点に関して、行政通知は、「費用
返還額について、原則として当該資力を限度として支給した保護金品の全
額を返還額とすべきであるが、こうした取扱いを行うことが当該世帯の自
立を著しく阻害すると認められるような場合については、実施要項等に定
める範囲においてそれぞれの額を本来の要返還額から控除して返還額とし
て決定する取扱いとして差し支えないこととしているので、ケース実態を
的確に把握し、場合によってはケース診断会議を活用した上、必要な措置
（9）　小山進次郎「生活保護法の解釈と運用」（中央社会福祉協議会、1979年）649頁。
（10）　森川清「改正生活保護法―新版・権利としての生活保護法」（あけび書房、2014年）
144頁では、本来、不必要な保護費を受給していた被保護者に対しては、資力が現実
化したときに保護の全部または一部を取り消して、実施機関から被保護者に対して
不当利得返還請求をするのが行政手続の基本だが、生活保護では現物給付により医
療費等を支給していることから、保護の全部または一部を取り消すと、医療機関等
に対する支払も取り消されることになり、善意の第三者であり、保護実施の協力機
関である医療機関等に負担を強いるのは適切ではないことや法律関係を簡明にする
ために63条が規定されたと説明されている。
（11）　小山進次郎「生活保護法の解釈と運用」（中央社会福祉協議会、1979年）649頁。
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を講じる。」（12）と定め、また、「法第63条に基づく費用返還については、原
則、全額を返還対象とすること、ただし、全額を返還対象とする事によっ
て当該保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる場合は、次に定め
る範囲の額を返還額から控除して差し支えない。」（13）として、自立更生の
ために控除する範囲（以下、「自立控除」という。）については、「当該世
帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充てられたものであって、地域
住民との均衡を考慮し、社会通念上容認される程度として保護の実施機関
が認めた額」と規定している。（14）
したがって、同条の「実施機関の定める額」とは、過支給した保護費の
全額を原則としつつ、例外として、全額を返還させることによって被保護
者の自立を著しく阻害すると判断される場合には一定の額を控除した額を
返還額とすることが許されているのである。これは、63条は本来、資力
があるにもかかわらず当該資力を直ちに生活に活用することができない状
況にある場合に、最低生活保障という法の目的を実現するために保護を
し、後に資力の活用が可能となった時点で保護費の返還を求めるという場
面を想定しており、保護の時点で実施機関は被保護者の資力の存在を認識
したうえで、後の返還請求を前提として保護を実施するという場面に適用
されるべき規定なのであるから、全額返還を原則とするのであろう。（15）し
（12）　「生活保護行政を適正に運営するための手引きについて」（平成18年３月30日社援
保発第0330001号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）Ⅳ－２－（２）。
（13）　「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取り扱いについて」（平成24年７月23
日社援保発0723第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）１－（１）。
（14）　注13）同通知１－（１）－④。その他、自立控除の対象として、盗難等の不可抗力に
より消失した額、家屋補修、生業等の一時的な経費であって、保護の申請があれば
保護費の支給が認められる額等が定められている。なお。①浪費した額、②贈与等に
より当該世帯以外のためにあてられた額、③保有が容認されない物品等の購入のた
めにあてられた額については自立更生の範囲には含まれないと定められている。
（15）　「生活保護手帳　別冊問答集2017」問13－１には、「本来、法第63条は、受給者の作為
又は不作為により実施機関が錯誤に陥ったため扶助費の不当な支給が行われた場合に適
用される条項ではなく、実施機関が、受給者に資力があることを認識しながら扶助費を
支給した場合の事後調整についての規定と解すべきものである。」と定められている。
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かしながら、返還請求の時点で被保護者の生活状況は様々であるから、被
保護者の生活状況を知る実施機関の判断において返還額を控除することを
認め、実質的な意味において最低生活保障と自立の助長を図っていくとい
う趣旨なのであろう。
法63条は、上述した場面のほか、いわゆる「不正受給」が疑われるよ
うな場面において利用されるケースが少なくない。「不正受給」としては、
法78条に「不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をし
て受けさせた者があるときは、保護費を支弁した都道府県又は市町村の長
は、その費用の額の全部又は一部を、その者から徴収する」として、63
条の費用返還ではなく「費用徴収」として規定し、徴収金については保護
費から徴収することが認められている（78条の２）。しかし、法78条にお
ける不正受給の意図（故意）を立証することが困難な場合も多く、全額返
還させることが酷な場合など、返還額について実施機関の裁量を認める法
63条が便宜的に拡大適用されていると指摘されている。（16）
63条に基づく返還金の滞納に関する取り扱いは、78条に基づく徴収金
とは異なり強制徴収の方法を講ずることはできないとして、地方自治法そ
の他による一般的取扱いにより処理される。（17）
また、78条に基づく費用徴収については、行政通知において、法78条
に基づく徴収金の保護金品との調整の場合に被保護世帯の生活に支障がな
い場合について、「一般的に世帯主等に当該世帯の家計の合理的な運営が
ゆだねられていることから、支出の節約の努力等によって徴収金に充てる
金員について生活を維持しながら被保護者が捻出することは可能であると
考えられる。具体的には、保護金品と調整する金額については、単身世帯
（16）　吉永純「生活保護の争点―審査請求、行政運用、制度改革をめぐって」（高菅出
版、2014年）260頁。
（17）　「生活保護手帳　別冊問答集2017」問13－７、地方自治法231条の３、240条、お
よび、同施行令171条参照。
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であれば5000円程度、複数世帯であれば１万円程度を上限とし、生活保
護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示第158号）別表第１第１章及
び第２章に定める加算（障害者加算における他人介護料及び介護保険料加
算は除く。）の計上されている世帯の加算額相当分、就労収入のある世帯
の就労収入にかかる控除額（必要経費を除く。）相当分を、上限額に加え
て差し支えないものとする。」と定められている。（18）一方で63条に基づく
返還金の取扱いについては特に定めはない。ただし、実際の裁判例から見
える取扱いは、上述した78条に基づく徴収金の取扱いに準じて、被保護
者に対して一括ないし分割による返還請求がなされている。（19）（20）
②63条の解釈と適用場面
（ⅰ）「資力」の解釈
63条における「資力」とは、保護受給者がその資力を現実に活用する
ことができる状態になったときにそれまでにすでに受けた保護金品につい
て費用返還義務を課す同条の趣旨および生活保護法の補足性の原理（法４
条）から、同条にいう「資力」とは法４条１項にいう「利用し得る資産」
と同義であると解されている。（21）したがって、法63条により返還義務が課
せられるのは、保護受給時に「利用し得る資産」を有している場合に限ら
（18）　注13）同通知５－（１）。
（19）　実施機関の過誤による保護費の過支給と返還請求が争われた裁判例として、東京
地判平29・２・１「賃金と社会保障」1680号33頁、福岡地判平26・３・11「賃金と
社会保障」1615・1616号112頁など。
（20）　法80条は「保護の実施機関は、保護の変更、廃止又は停止に伴い、前渡した保護
金品の全部又は一部を返還させるべき場合において、これを消費し、又は喪失した
被保護者に、やむを得ない事由があると認めるときは、これを返還させないことが
できる。」と規定し、返還の免除を規定する。ただし、80条は処分の変更を伴わず
に行われる63条に基づく費用返還には適用されない（「生活保護手帳　別冊問答集
2017」問13－17）。
（21）　注６）昭和46年最判。
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れる。保護受給時の「利用し得る資産」といえるか否かについては、被保
護者が交通事故の被害者として加害者に対して有する損害賠償請求権や年
金受給権を遡って認められた場合などについて学説・裁判例がある。
（ⅱ）被保護者が有する損害賠償請求権と費用返還義務との関係
被保護者が交通事故等の被害者となり、加害者に対して損害賠償請求権
を有すると認められる場合に、当該事故に関する損害賠償請求訴訟におい
て原告である被保護者が生活保護から医療扶助を受けたことにつき保護実
施機関から保護費の返還を求められることを損害として加害者に対して賠
償請求し得るのかということが争われた事件で最高裁は、生活保護「法63
条は、同法４条１項にいう要保護者に利用しうる資産等の資力があるにか
かわらず、保護の必要が急迫しているため、その資力を現実に活用するこ
とができない等の理由で同条３項により保護を受けた保護受給者がその資
力を現実に活用することができる状態になった場合の費用返還義務を定
めたものである」とし、「交通事故による被害者は、加害者に対して損害
賠償請求権を有するとしても、加害者との間において損害賠償の責任や範
囲等について争いがあり、賠償を直ちに受けることができない場合には、
他に現実に利用し得る資力がないかぎり、傷病の治療等の必要があるとき
は、同法４条３項により、利用し得る資産はあるが急迫した事由がある場
合に該当するとして、例外的に保護を受けることができるのであり、必ず
しも本来的な保護受給資格を有するものではない。それゆえ、このような
保護受給者は、のちに損害賠償の責任範囲等について争いがやみ賠償を受
けることができるに至ったときは、その資力を現実に活用することができ
る状態になったのであるから、同法63条により費用返還義務が課せられ
るべきものと解するを相当とする」と述べ、被害者である被保護者が63
条に基づく費用返還義務を負うことを前提として加害者に損害賠償請求す
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ることを肯定している。（22）
学説は上記最高裁の判断を否定的に解するものが有力である。すなわ
ち、費用返還義務を将来的に負うことになることを前提に加害者に対する
損害賠償請求権を肯定するというのは順序が逆で、加害者からの損害賠償
が確実性を有するに至った後に発生するのが63条の費用返還義務である
という指摘である。さらに、不法行為の被害者が、加害者との間において
損害賠償責任の有無や範囲について争いがあり、現実に賠償を受けられな
い場合には、他に生活に直ちに役立てうるような資産や収入がないかぎ
り、法４条１項の要件はすでにみたされている。その意味では４条３項は
単なる注意規定とみるべきであり、１項と３項の異質性を強調し、３項の
場合に「本来的な保護受給資格」を否定して例外的とすることは保護実施
機関の広範な裁量を認めることになり、一方で保護請求権を弱めることに
つながるという問題点が指摘されている。（23）
上記の点について行政通知では、「①生活保護法63条にいう資力の発生
時点としては、加害行為発生時点から被害者に損害賠償請求権が存するの
で、加害行為発生時点たること。したがって、その時点以後支弁された保
護費については法第63条の返還対象となること。②実施機関は、①によ
る返還額の決定にあたっては、損害賠償請求権が客観的に確実性を有する
に至ったと判断される時点以後について支弁された保護費を標準として世
帯の現在の生活状況および将来の自立助長を考慮して定められたいこと。
この場合、損害賠償請求権が客観的に確実性を有するに至ったと判断され
る時点とは、交通事故の場合、自動車損害賠償保障法により保険金が支払
（22）　最三小判昭46・６・29民集25巻４号650頁、判時636号29頁、判タ265号99頁。
この最高裁判決の後、同種の事件において本判決と異なる判断をした下級審判決と
して、東京高判昭48・７・23判時716号43頁。
（23）　西原道雄「損害賠償請求権と費用返還義務」『社会保障判例百選　第１版』46頁、
および、遠藤昇三同第２版178頁。
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われることが確実なため、事故発生時点」と定めている。（24）
また、内縁の夫を交通事故で亡くした当時、内縁の妻が妊娠中であった
胎児について、民法上の規定により胎児の加害者に対する損害賠償請求権
は事故時に遡及して取得したと解される一方で、法63条にいう「資力」と
して取得したのは出生後に父子関係を認める認知判決確定時であると判示
した判決がある。（25）（26）
（ⅲ）年金等の遡及支給と過支給保護費の返還請求
国民年金法における障害基礎年金の受給権を過去に遡って認められ、支
給されるべきであった障害基礎年金をまとめて受給したことを理由とする
生活保護費の返還請求について争われた直近の裁判例では、「国民年金法
30条は、障害基礎年金につき、同条１項等が定める要件が満たされる場
合には当然にその者に対して支給される旨を規定している。そして、同
条16条は、給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」
という。）の請求に基づいて、厚生労働大臣が裁定すると規定しており、
同裁定前に受給権者が権利を有していることを前提とし、同法18条１項
は、年金給付の支給期間につき、これを支給すべき事由が生じた日の属す
る月の翌月から始め、権利が消滅した日の属する月で終わるものとすると
（24）　「第三者加害行為による補償金、保険金等を受領した場合における生活保護法63条
の適用について」（昭和47年12月５日社保第196号各都道府県・各指定都市民生主管
部（局）長宛　厚生省社会局保護課長通知）。
（25）　民法721条は「胎児は、損害賠償の請求権については、既に生まれたものとみな
す」と規定し、同法886条１項は「胎児は、相続については、既に生まれたものとみ
なす」と規定しているが、これらの規定は、胎児が生きて生まれた後に不法行為時
または相続開始時に遡及して権利能力を有していたと擬制するものであり、胎児の
時点で損害賠償請求権の行使を可能とするような権利能力が認められるわけではな
い。したがって、胎児の時点では「利用し得る資産」ないし「資力」を取得してい
たとはいえない。大阪地判平20・12・20に対する評釈として、田中達也「生活保護
法63条に基づく返還金の額を定める処分が、同条にいう「資力」の取得時期の認定
を誤ったものとして取り消された事例」（「季刊・社会保障研究」Vol.45 No.4 473頁）。
（26）　大阪地判平20・12・20判タ1298号125頁。
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規定していることからすると、同法30条に基づく障害基礎年金の受給権
は、最低請求の有無及び時期にかかわらず、支給の要件に該当するに至っ
たときに当然に発生するものと解される。」と判示している。（27）この判決
は行政解釈にそった判断でもある。（28）（29）
以上にみてきた生活保護費の過支給の中でも被保護者が損害賠償請求権
を有する相手方から賠償金が得られる場合や年金受給権が遡及して認定さ
れ、法に基づいて支給されるべきであった年金を一括受給したケースにお
いては、これらの金銭が得られたことで、結果として過去に支給された生
活保護費が過支給と判断され、過支給保護費の返還請求がなされる。しか
し、これらの場合は、たとえ被保護者が返還請求を受けても、賠償金なり
年金なりの金銭が手元にあるため、返還に耐えることができるし、かつ、
上述したように63条は返還請求額の決定について実施機関に裁量を与え
ているため、自立控除が検討され、全額の返還ではなく、減額された額の
返還にとどまることもあり得る。したがって、これらの過支給事案におい
ては、返還を前提として、返還額の妥当性を審査検討すればよいというこ
とになる。
しかし、同じ過支給でも、実施機関による収入認定漏れ等の過誤による
過支給のケースにおいて、過誤が判明した時点から遡って過支給分を返還
請求される場合には被保護者の利益状況は異なる。すなわち、被保護者と
しては法に基づく申告義務を果たしたうえで実施機関が決定した保護費の
（27）　大阪地判平29・５・11「判例地方自治」435号80頁。
（28）　「生活保護手帳　別冊問答集（2017）」問13－６（答）（１）。
（29）　この問題に関しては、年金の裁定時点以降について資産性を認め、それ以前の期
間に基づいて受給した年金については収入認定し、保護廃止等の措置をとれば足り
るとする学説がある（吉永純「生活保護の争点―審査請求、行政運用、制度改革を
めぐって」（高菅出版、2014年）262頁）。確かにまとまった金銭が自立への足掛かり
となる可能性がある一方で、いったん保護が廃止されると再び保護を開始するには
厳しい資産能力調査を経ねばならず、被保護者に大きな負担となる可能性もある。
被保護者の生活状況に即した返還額の控除を検討する現行の取扱いを支持したい。
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金額こそが正当な最低生活費であると信じ、生活費として費消してきたと
ころに、ある日突然、過支給であったとして返還請求をされるのであるか
ら、返還請求を受けた時点で返還に耐え得るようなまとまった金銭を有し
ていることは考えられず、結局において、以後において支給される保護費
から返還に応じることを余儀なくされることになるのであるから、このよ
うな返還請求は、最低生活保障や自立の助長という法の目的に直接に抵触
する取り扱いとなる可能性が高いものと言わざるを得ない。以下では、実
施機関の過誤による過支給保護費の返還について詳細に検討していくこと
とする。
２　実施機関の過誤による生活保護費の過支給と63条
（１）法63条に基づく実施機関の義務
①実施機関および被保護者の権利と義務
生活保護法上、実施機関には被保護者（および要保護者）に対して多く
の権限が付与されている。保護の開始及び変更に関して、保護の要否、種
類、程度及び方法を決定し、保護の申請者に対して書面でこれを通知する
こととされている（24条３項）。この規定は形式的には、実施機関の通知
義務の規定であるが、実質的には、当該通知の内容、すなわち、保護の要
否、種類、程度および方法を決定するのは実施機関であることから、実施
機関の保護の開始や変更に関する決定権を定めた規定といえる。その他、
職権保護の要件である「要保護者が急迫した状況にある」か否かを判断す
るのも実施機関である（25条）。また、保護の停止及び廃止の決定をする
のもまた実施機関である（26条）。さらに、保護の決定もしくは実施等に
必要があると認めるときは、要保護者の資産及び収入の状況、健康状態そ
の他事項を調査を目的として、要保護者に報告を求め、もしくは、住居へ
の立ち入り調査、実施機関の指定する医師等への検診を命じることがで
き、また、保護の開始または変更の申請書およびその添付書類の内容を調
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査するために、要保護者の扶養義務者もしくはその他の同居の親族らに対
し報告を求めることができるし、官公署および日本年金機構等に必要な書
類の閲覧もしくは提出を求め、銀行、信託会社、要保護者、被保護者およ
びその扶養義務者の雇い主その他の関係人に報告を求めることもできる
（28条１項、２項および29条）。このように、実施機関には多くの事項に
つき判断及び決定権限が付与されているといえよう。
その一方で、被保護者には正当な理由のない保護の不利益変更の禁止
（56条）、保護金品への公課禁止（57条）、保護金品の差押禁止（58条）と
いった保護を受ける権利が保障されるが、「被保護者には、常に、能力に
応じて勤労に励み、収入、支出その他生計の状況を適切に把握するととも
に支出の節約を図り、その他生活の維持及び向上に努めなければならな
い」（60条）と規定し、被保護者に生活上の義務を課し、また、「被保護
者は、収入、支出その他生活の状況について変動があったとき、又は居住
地若しくは世帯の構成に変動があったときは、すみやかに、保護の実施機
関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければならない」（61条）と規定
し、実施機関等への届出義務を課している。その他、実施機関の指示等に
従う義務も規定されている（62条）。そのうえで上述した63条に基づく費
用返還義務が規定されている。
上記に確認したとおり、法律上、実施機関は被保護者らに対して多くの
判断及び決定権限が認められている。そして、これらの権限は、すべて最
低生活保障と自立の助長という法の目的を達成するために実施機関に与え
られた権限であり、また、これらを十分に行使しなければ法の目的に沿っ
た生活保護制度の運用にならないということになる。そうであるならば、
当然、被保護者らの生活状況を適切に把握していなければこれらの事項に
ついて判断及び決定することはできないし、適切な把握をせずに判断及び
決定がなされたならば法の趣旨に反する取り扱いと評価されるのであるか
ら、実施機関には判断及び決定のために「被保護者らの状況について調査
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する義務」が課せられていると解釈することができる。（30）
②法63条に基づく実施機関の調査義務
法63条は、被保護者の返還義務を定める規定である。しかし、上述し
たとおり、当該返還義務を被保護者に負わせる前提として、実施機関は返
還額の決定に際して被保護者の生活状況を適切に把握する義務を負う。
したがって、63条の費用返還は条文上、被保護者の義務という位置づ
けであるが、義務の履行を求める実施機関は、単に過支給の事実を提示し
て返還義務の存在を示すだけでなく、内容、すなわち、返還額決定のプロ
セスおよび返還額の妥当性を明確にすべきである。このような実施機関の
責務について、被保護者の「自立を確保するため、法63条による費用返
還を求めるに当たっては、実施機関の自立控除考慮義務と、そのために必
要な保護世帯への聴き取り義務等の調査義務、保護世帯のニーズ（生活需
要）を把握する義務等が積極的に承認されねばならない」とする有力な学
説がある。（31）このような考え方は、次に紹介する裁判例においても採用さ
れている。
（２）63条に基づく過支給分の返還と「自立控除」の在り方
生活保護費の「過支給」といっても、前述したような被保護者が年金給
付等の遡及支給を認められたことにより結果的に過支給となったケース
と、被保護者が収入申告等法律上の義務を果たしていたにもかかわらず実
施機関の過誤により過支給となったケースがあり、この両者では被保護者
（30）　丸谷浩介「生活保護法63条費用返還における調査義務」『賃金と社会保障』
No.1588　47頁は、実施機関の調査義務についての先駆的研究である。
（31）　吉永純「実施機関の過誤払いと生活保護法63条～主として実務運用からの検討－
東京地方裁判所平成27年（行ウ）第625号生活保護返還金決定処分取消請求事件につ
いての意見書」『賃金と社会保障』No.1680　20頁。また、これより前に、過誤払い
分の返還請求に限定せず、63条に基づく実施機関の調査義務を論ずる文献として、
注30）丸谷がある。
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の利益状況が異なることは先述したとおりである。したがって、異なる利
益状況にあるものを同一の基準で判断することは妥当ではない。両者を
「過支給」と一括りにせず区別して返還のあり方を検討すべきことは以下
の判決の比較においても明らかである。
まず、前者に関する過去の裁判例をみてみる。年金の遡及受給と63条
に基づく費用返還義務が争われた事件では、「法63条は、被保護者が、急
迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受けたときは、保
護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、一定額を速やか
に返還しなければならないとしつつ、その返還額については、一律にその
受けた保護金品に相当する金額全部とするのではなく、具体的な算定方法
を定めることなく被保護者が受けた保護金品に相当する金額の範囲内にお
いて保護の実施機関が定めるものとしており、保護の実施機関に一定の裁
量を認めている。これは、法63条は本来支弁される必要がなかった保護
金品の返還について定めるものであるから、不当利得法理や公金の適正執
行という観点からは全額返還とされるべきであるが、保護金品の一部が被
保護者の自立及び更生に資する形で使用された場合には、その返還を免除
することが被保護者の自立及び更生を助長するという生活保護制度の目的
に適うこと、保護金品の全額を返還額とすることが被保護者の生活を著し
く圧迫する場合には、被保護者世帯の自立を阻害し、生活保護制度の趣旨
に反する結果となり得ることによるものと解される。
このような法63条の趣旨及び、法の目的が、生活に困窮する国民に対
し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、その最低限度の生活を保
障するとともに、その自立を助長するところ（法１条）にあることを勘案
すると、保護の実施機関が法63条に基づく返還決定における返還額につ
いて有する裁量は全くの自由裁量ではなく、返還額の決定に当たっては、
被保護者世帯の自立助長の観点からの考慮をすべきであり、被保護者世帯
の支出入状況、今後の生活設計等から判断して当該世帯の自立更生のため
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に必要と認められる額、それを踏まえた場合の当該世帯に返還決定が与え
る影響、自立更生費用の有無等について検討することが求められる。そし
て、保護実施機関の裁量権の行使が逸脱濫用に当たるか否かの司法判断に
おいては、その判断が裁量権の行使としてされたことを前提とした上で、
その判断要素の選択や判断過程に合理性を欠くところがないかを検討し、
その判断が重要な事実を欠くか、又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠
くと認められる場合に限って、裁量権の逸脱又は濫用として違法になる
とすべきであり（最高裁平成15年（受）第2001号・同18年２月７日第３
小法廷判決・民集60巻２号401頁参照）、上記の観点からの考慮をしない
ことなどにより、法63条に基づく返還決定が被保護者世帯の自立を阻害
し、社会通念に照らし著しく妥当性を欠くと認められる場合には、裁量権
の逸脱又は濫用として違法となる場合があると解される。」と判示してい
る。（32）
次に、実施機関の過誤による過支給に対する返還請求について争われた
裁判例（33）をみてみる。
被保護者が児童扶養手当の収入につき申告義務を果たしたにもかかわら
ず、実施機関の過誤により収入認定せず、１年６か月にわたる保護費の過
支給分の返還について争われた事件で裁判所は、63条の法の趣旨について
は前記の裁判例と同趣旨を展開したうえで、実施機関の返還額の決定に関
しては、「法63条に該当する被保護者について、その資産や収入の状況、
その受けた保護金品の使用の状況、その生活実態、当該地域の実情等の諸
（32）　熊本地判平30・３・30（LEX/DB25560251）。その他、大阪地判平29・５・11「判
例地方自治」435号80頁、東京地判平27・３・10（LEX/DB25525343）、福岡地判平
26・２・28「賃金と社会保障」1615・1616号95頁（生命共済の入院給付金受給によ
る返還請求事件）、大阪高判平25 ・12 ・13「賃金と社会保障」1613号49頁、東京地
判平25・８・６（LEX/DB25514242）、大阪高判平18・12・21（LEX/DB25420829）
などがある。
（33）　東京地判平29 ・２・１「賃金と社会保障」N0.1680 33頁。注24）吉永は同事件に
対する意見書である。
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事情に照らし、返還金の返還をさせないことが相当であると保護の実施機
関が判断する場合には、当該被保護者に返還金の返還をさせないことがで
きるものと解される反面、保護の実施機関による返還金額の決定が、上記
の諸事情に関し、判断の基礎とされた事実に誤認があること等により事実
の基礎を欠くと認められる場合には、保護の実施機関に与えられた裁量権
の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となると解するのが相
当である。」として、過支給が発覚した同日に被保護者に対して電話で全
額返還となること、免除が難しいことを説明し、翌日、被保護者が返還が
不可能である旨を述べたにもかかわらず、分割での返還を提案したうえで
過支給分の全額の返還を求める処分を行った実施機関について、「本件処
分当時の原告の資産や収入の状況、その今後の見通し、本件過支給費用の
費消の状況等の諸事情を具体的に調査し、その結果を踏まえて、本件過支
給費用の全部又は一部の返還をたとえ分割による方法によってでも求める
ことが、原告に対する最低限度の生活の保障の趣旨に実質的に反すること
となるおそれがあるか否か、原告及びその世帯の自立を阻害することとな
るおそれがあるか否か等についての具体的な検討をした形跡が見当たらな
い」として本件処分を「実施機関に与えられた裁量権の範囲を逸脱し又は
これを濫用したものとして違法というべきである」と判示し本件処分を取
り消した。
紹介した２つの裁判例の判旨の前段部分は、63条の立法趣旨と過支給
分に対する返還請求事件における63条の解釈適用の基本原則を述べるも
ので共通している。しかし、過誤による過支給のケースでは、後段部分の
返還額の決定にあたって考慮すべき事項を述べる部分で、被保護者の生活
状況を把握するうえでのより具体的な判断要素が付加されている。すなわ
ち、「その資産や収入の状況、その受けた保護金品の使用の状況、その生
活実態、当該地域の実情等の諸事情に照らし」て返還金額の決定をなすべ
きこと、具体的には、①返還決定処分当時の被保護者の資産・収入の状
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況、②①についての今後の見通し、③過支給された保護費の費消状況、④
①から③を踏まえて、返還を求めることが法の趣旨（最低生活保障と自立
の助長）に反しないか、ということを実施機関に調査検討することを求め
ている。その上で、場合によっては返還を求めないという実施機関の判断
を許容している点は重要である。前者の過支給分の返還請求事件では返還
を前提として、返還額の妥当性が主要論点であることと大きく異なる。
おわりに
63条には単に「実施機関の定める額」と規定され、同条の解釈適用に
ついて定める行政通知等にも「定め方」すなわちいかなる基準に基づいて
何をどのように、また、どの程度、調査検討して具体的な返還額を定めれ
ばよいのかについて何も示されていない。「自立を阻害する」とか「地域
住民との均衡」、「社会通念上許容」などといった抽象的な文言は基準たり
得ない。このことにより、保護の現場においては、「原則としてその全額
を返還額とすべきである」との原則部分が安易に利用され、例外の検討が
なされにくくなっていると考えられる。
生活保護行政の実務を行うケースワーカー等の職員の人材不足といえる
現状において（34）、実施機関の過誤による過支給事案は相当数発生している
と推測できる。（35）そして、多くの場合、被保護者らは実施機関からの返還
（34）　厚労省「平成28年　福祉事務所人員体制調査について」によれば、全国の福祉事
務所数は1247か所、生活保護担当の査察指導員およびケースワーカーの人数は計
21303人、経験年数は３年未満が約６割となっている。生活保護受給世帯数は約164
万世帯（受給者数約214万５千人）であり、単純計算でケースワーカー等１人当たり
につき約80世帯ほどをみていることになる。世帯構成や生活状況は各世帯で千差万
別であり、担当世帯すべてを訪問調査し、申告された内容を正確に処理することは
この人員体制では容易ではないだろう。
（35）　注33）東京地裁判決の原告側弁護士によれば、東京都立川市における平成27年度
の過支給件数は合計90件、総額608万2597円であり、全国では数万件、数十億円規
模と推測されている（田所良平「過払い保護費に対する63条返還処分取消訴訟　勝
訴判決報告」『賃金と社会保障』No.1680 ４頁）。
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請求について不満をもちながらも求められるがままに保護費からの返還を
余儀なくされていると思われる。行政のミスを被保護者に負担させるよう
な現状を打開するには、裁判例の積み重ねも重要であるが、立法的措置の
必要性を指摘せざるを得ない。「過支給」の場合分け、特に過誤による過
支給分の返還請求にあたって返還額を決定する際の具体的考慮事項、基準
や目安の設定、月々の分割返還を認める場合の基準や返還月額の目安等、
現場において調査や判断をスムー ズに行えるようなルール作りが急務である。
また、63条は、過去の行政処分（保護決定処分）を変更せずに事後調
整を可能とする規定となっていることで、かえって、返還免除（法80条）
の機会が失われている。（36）行政処分に対する信頼保持の名のもとに、結局
は事後調整という行政にとって都合の良い取扱いにすることで、行政のミ
スを被保護者の負担と犠牲のもとに不問に付すような取扱いと言わざるを
得ない。63条の適用範囲から実施機関の過誤による過支給のケースを除
外すべきである。過誤による過支給については、申告義務を果たした被保
護者についてなされた誤った保護決定処分を変更し、それにより返還すべ
き保護費が発生するとしても、過去の保護費を生活費等に費消している被
保護者については返還の免除を（法80条）を適用するのが望ましい。実
施機関の過誤による過支給のケースではこのような取り扱いとする方が被
保護者ひいては国民の行政に対する信頼保持に資するものと考える。（37）
行政通知その他の手引き等は行政運用の指針であって、法解釈とは本来別
個に論ずべきものである。生活保護の実施機関はこうした行政通知等に則った
法の運用を行っているが、だからといってそれが法の解釈運用として常に正当
化されるわけではないのだから、実施機関は法の目的や基本原理に立ち返っ
て、なすべき取扱いとはいかなるものなのかを真摯に検討すべきである。
（本学法学部准教授）
（36）　注20）参照。
（37）　注30）丸谷も、行政による過誤払い分の返還請求を許すことは、行政法における
信頼保護の原則から認められないと指摘する。
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